
○雲仙市個人情報保護条例施行規則 

平成１７年１０月１１日 

規則第１５号 

改正 平成２６年３月２６日規則第１１号 

平成２８年３月１１日規則第５号 

平成２８年３月２５日規則第１１号 

平成２９年４月１８日規則第２４号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、雲仙市個人情報保護条例（平成１７年雲仙市条例第１０号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

（個人情報取扱事務の届出） 

第３条 条例第５条第１項に規定する届出は、個人情報取扱事務開始届出書兼管理簿（様

式第１号）により行うものとする。 

２ 条例第５条第１項第７号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

（１） 個人情報の記録形態 

（２） 個人番号利用事務の有無 

（３） 個人情報の事務処理委託の有無 

（４） その他市長が必要と認める事項 

３ 条例第５条第２項及び第３項に規定する届出は、個人情報取扱事務変更・廃止届（様

式第２号）により行うものとする。 

（目的外利用の手続） 

第４条 条例第７条第１項ただし書の規定により、個人情報の目的外利用をしようとする

課（これに類する室等を含む。以下同じ。）の長は、当該個人情報を保有する課の長に

対して、個人情報目的外利用申請書（様式第３号）を提出しなければならない。ただ

し、緊急その他特にやむを得ないと認められるときは、口頭によることができる。 

２ 前項の規定による申請書が提出された場合において、当該個人情報を保有する課の長

は、当該目的外利用が条例第７条第１項ただし書の規定に該当すること並びに本人及び

第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがないこと等を確認した上で、当該目的外利

用の可否について決定し、個人情報目的外利用決定通知書（様式第４号）により通知す

るものとする。 

（外部提供の手続） 

第５条 条例第７条第１項ただし書の規定により、個人情報の外部提供を受けようとする

者は、実施機関に対して、個人情報外部提供申請書（様式第５号）を提出しなければな

らない。ただし、緊急その他特にやむを得ないと認められるときは、口頭によることが

できる。 

２ 国又は他の地方公共団体からの申請については、前項の規定にかかわらず、他の様式

によることができる。 

３ 第１項本文又は前項の規定による申請書が提出された場合において、実施機関は、当



該外部提供が条例第７条第１項ただし書の規定に該当すること並びに本人及び第三者の

権利利益を不当に侵害するおそれがないこと等を確認した上で、当該外部提供の可否に

ついて決定し、個人情報外部提供決定通知書（様式第６号）により通知するものとす

る。 

（目的外利用又は外部提供の届出） 

第６条 条例第７条第３項に規定する届出は、個人情報目的外利用・外部提供届（様式第

７号）により行うものとする。 

（適正な維持管理等） 

第７条 条例第９条各項に規定する措置の具体化を図り、個人情報を適正に維持管理する

ため、課に個人情報保護管理者及び個人情報保護主任を置く。 

２ 個人情報保護管理者は、課の長をもって充て、課における個人情報の総合的管理に当

たるものとする。 

３ 個人情報保護主任は、課の長が指名した職員をもって充て、課における個人情報の保

護管理に当たるものとする。 

（委託に伴う措置等） 

第８条 実施機関は、条例第１１条の規定により、個人情報取扱事務を外部に委託すると

きは、次に掲げる事項を記載した契約書を作成し、当該委託契約を締結しなければなら

ない。 

（１） 漏えい、滅失又は損傷防止及び盗用の禁止に関する事項 

（２） 目的外利用及び第三者への提供の禁止に関する事項 

（３） 複写及び複製の制限に関する事項 

（４） 返還に関する事項 

（５） 立入検査に関する事項 

（６） 事故発生時における報告義務に関する事項 

（７） 契約に違反した場合における契約の解除及び損害賠償に関する事項 

（８） 前各号に掲げるもののほか、個人情報の保護について必要な事項 

（開示請求の手続） 

第９条 条例第１３条第１項に規定する請求書の提出は、個人情報開示請求書（様式第８

号）により行うものとする。 

２ 条例第１３条第１項第３号の実施機関が定める事項は、次に掲げるものとする。 

（１） 請求年月日 

（２） 連絡先 

（３） 開示の方法 

（４） 代理人の区分 

（５） 代理人が本人に代わって開示請求をする場合は、本人の氏名等 

（６） 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める事項 

（個人情報の本人等であることを証明するための書類） 

第１０条 条例第１３条第２項（条例第２２条第３項、条例第２５条第３項及び条例第３

２条第２項において準用する場合を含む。）に規定する実施機関が定めるものは、次に

掲げるものとする。 



（１） 本人が請求し、又は開示を受ける場合 運転免許証、旅券その他これらに類す

る書類として市長が認めるもの 

（２） 法定代理人が請求し、又は開示を受ける場合 当該法定代理人に係る前号に掲

げる書類及び未成年者に係る戸籍抄本、成年後見人に係る登記事項証明書その他法定

代理人の資格を証明する書類として市長が認めるもの 

（３） 本人の委任による代理人が請求し、又は開示を受ける場合 当該代理人に係る

第１号に掲げる書類並びに本人による委任状及び本人に係る同号に掲げる書類の写し 

（開示決定等の通知） 

第１１条 条例第１８条各項に規定する通知は、次の各号の区分に応じ、それぞれ当該各

号の定めるところにより行うものとする。 

（１） 個人情報の全部を開示するとき 個人情報開示決定通知書（様式第９号） 

（２） 個人情報の一部を開示するとき 個人情報部分開示決定通知書（様式第１０

号） 

（３） 個人情報を開示しないとき 個人情報非開示決定通知書（様式第１１号） 

（４） 条例第１６条の規定により開示請求を拒否するとき 個人情報の存否を明らか

にしない決定通知書（様式第１２号） 

（５） 個人情報を保有していないとき 個人情報不存在決定通知書（様式第１３号） 

（決定期間を延長した旨の通知） 

第１２条 条例第１９条第２項（条例第２８条第２項及び条例第３５条第２項において準

用する場合を含む。）に規定する通知は、決定等期間延長通知書（様式第１４号）によ

り行うものとする。 

（事案を移送した旨の通知） 

第１３条 条例第２０条第１項及び条例第２９条第１項の規定による通知は、事案移送通

知書（様式第１５号）により行うものとする。 

（第三者からの意見聴取） 

第１４条 条例第２１条第１項及び第２項に規定する通知は、個人情報の開示に係る意見

照会書（様式第１６号）により行うものとする。 

２ 条例第２１条第１項及び第２項の意見書は、個人情報の開示に係る意見書（様式第１

７号）によるものとする。 

３ 条例第２１条第３項に規定する通知は、個人情報を開示決定した旨の通知書（様式第

１８号）により行うものとする。 

（開示の実施） 

第１５条 条例第２２条第１項の規定による個人情報の開示は、市長が指定する日時及び

場所において行うものとする。 

２ 前項の場合において、個人情報を閲覧し、又は視聴する者は、当該個人情報が記録さ

れた公文書を汚損し、又は破損することのないよう丁寧に取り扱わなければならない。 

３ 実施機関は、前項の規定に違反し、又は違反するおそれのある者に対し、当該個人情

報の閲覧又は視聴を中止させ、又は禁止することができる。 

（電磁的記録の開示方法） 

第１５条の２ 条例第２２条第１項第２号の規則に定める方法は、次の各号に掲げる電磁



的記録の種類に応じ、それぞれ当該各号に定める方法とする。 

（１） 録音テープ又は録音ディスク 次に掲げるいずれかの方法 

ア 当該録音テープ又は録音ディスクを専用機器により再生したものの聴取 

イ 当該録音テープ又は録音ディスクを録音カセットテープに複写したものの交付 

（２） ビデオテープ又はビデオディスク 次に掲げるいずれかの方法 

ア 当該ビデオテープ又はビデオディスクを専用機器により再生したものの視聴 

イ 当該ビデオテープ又はビデオディスクをビデオカセットテープに複写したものの

交付 

（３） 前２号に掲げるもの以外の電磁的記録 次に掲げるいずれかの方法であって、

実施機関がその保有するプログラム（電子計算機に対する指令であって、一の結果を

得ることができるように組み合わされたものをいう。）により行うことができるもの 

ア 当該電磁的記録を用紙に出力したものの閲覧又は交付 

イ 当該電磁的記録を専用機器により出力したものの閲覧又は視聴 

ウ 当該電磁的記録をフロッピーディスク、光ディスクその他の電磁的記録媒体に複

写したものの交付 

（写しの交付に要する費用） 

第１６条 条例第２３条に規定する個人情報の写しの交付に要する費用は、別表に定める

とおりとする。 

２ 前項の費用は、個人情報の写しの交付の際に納入しなければならない。ただし、市長

がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。 

（訂正請求の手続） 

第１７条 条例第２５条第１項に規定する請求書の提出は、個人情報訂正請求書（様式第

１９号）により行うものとする。 

２ 条例第２５条第１項第４号の実施機関が定める事項は、次に掲げるものとする。 

（１） 請求年月日 

（２） 連絡先 

（３） 代理人の区分 

（４） 代理人が本人に代わって訂正請求をする場合は、本人の氏名等 

（５） 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める事項 

３ 第１０条の規定は、訂正請求について準用する。 

第１８条 訂正請求を行おうとする者は、個人情報開示決定通知書若しくは個人情報部分

開示決定通知書又は他の法令により交付を受けた個人情報が記録された物の写しを提示

しなければならない。 

（訂正決定等の通知） 

第１９条 条例第２７条各項に規定する通知は、次の各号の区分に応じ、それぞれ当該各

号の定めるところにより行うものとする。 

（１） 個人情報の全部の訂正をするとき 個人情報訂正決定通知書（様式第２０号） 

（２） 個人情報の訂正をしないとき 個人情報不訂正決定通知書（様式第２１号） 

（個人情報の提供先への通知） 

第２０条 条例第３０条に規定する通知は、個人情報訂正実施通知書（様式第２２号）に



より行うものとする。 

（利用中止請求の手続） 

第２１条 条例第３２条第１項に規定する請求書の提出は、個人情報利用中止請求書（様

式第２３号）により行うものとする。 

２ 条例第３２条第１項第４号の実施機関が定める事項は、次に掲げるものとする。 

（１） 請求年月日 

（２） 連絡先 

（３） 代理人の区分 

（４） 代理人が本人に代わって利用中止請求をする場合は、本人の氏名等 

（５） 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める事項 

３ 第１０条の規定は、利用中止請求について準用する。 

（準用） 

第２２条 第１８条の規定は、利用中止請求を行おうとする者について準用する。 

（利用中止決定等の通知） 

第２３条 条例第３４条各項に規定する通知は、次の各号の区分に応じ、それぞれ当該各

号の定めるところにより行うものとする。 

（１） 個人情報の全部の利用中止をするとき 個人情報利用中止決定通知書（様式第

２４号） 

（２） 個人情報の利用中止をしないとき 個人情報利用不中止決定通知書（様式第２

５号） 

（諮問をした旨の通知） 

第２４条 条例第３７条に規定する通知は、個人情報保護審査会諮問通知書（様式第２６

号）により行うものとする。 

（運用状況の公表） 

第２５条 条例第４９条に規定する運用状況の公表は、雲仙市ホームページに掲載するこ

とによりこれを行う。 

（その他） 

第２６条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年１０月１１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の国見町個人情報保護条例施行規則（平成

１７年国見町規則第３号）、瑞穂町個人情報保護条例施行規則（平成１７年瑞穂町規則

第７号）、愛野町個人情報保護条例施行規則（平成１７年愛野町規則第３号）、千々石

町個人情報保護条例施行規則（平成１７年千々石町規則第３号）、小浜町個人情報保護

条例施行規則（平成１７年小浜町規則第６号）又は南串山町個人情報保護条例施行規則

（平成１７年南串山町規則第３号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、

それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成２６年３月２６日規則第１１号） 



この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年３月１１日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の様式による用紙で、現に残存するもの

は、当分の間、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（平成２８年３月２５日規則第１１号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年４月１８日規則第２４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表（第１６条関係） 費用負担の額 

区分 金額 

複写機及び電磁的記録を用紙に出力し

たものによるもの（日本工業規格A列3番

以下の大きさの用紙のものに限る。） 

白黒のとき 1枚につき10円 

カラーのとき 1枚につき50円 

その他のもの 実費を勘案し、市長が定める額 

写しの送付 写しの送付に要する実費額 

備考 

１ 写しの作成において、１枚の用紙に両面複写をした場合の費用については、２枚

として計算する（カラーについては、両面複写を行わない。）。 

２ 図面等の写しの作成を業者に委託した場合の費用については、その委託の額とす

る。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第４条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第５条関係） 

様式第７号（第６条関係） 

様式第８号（第９条関係） 

様式第９号（第１１条関係） 

様式第１０号（第１１条関係） 

様式第１１号（第１１条関係） 

様式第１２号（第１１条関係） 

様式第１３号（第１１条関係） 

様式第１４号（第１２条関係） 

様式第１５号（第１３条関係） 

様式第１６号（第１４条関係） 

様式第１７号（第１４条関係） 

様式第１８号（第１４条関係） 

様式第１９号（第１７条関係） 

様式第２０号（第１９条関係） 

様式第２１号（第１９条関係） 

様式第２２号（第２０条関係） 

様式第２３号（第２１条関係） 

様式第２４号（第２３条関係） 

様式第２５号（第２３条関係） 

様式第２６号（第２４条関係） 

参考様式１ 

参考様式２ 

参考様式３ 

 


